














くに亡くした。昭和23年 3月 4日，Bは Eと婚姻し，Eとの間に長女をもうけ








































































































































































































































































































































































て，本判決参照判例たる⑪最判昭和63年 3月 1日民集42巻 3号157頁が挙げら
れる。事案は，養親 Aと養子 Y1と血族関係（Aと 5親等，Y1と 4親等の血族
関係）にある Xが，本件養子縁組は Y1らが老齢性痴呆により意思能力を喪失




















名古屋高判昭和41年 2月 9日下民集17巻 1・ 2号62頁，⑨東京高判昭和52年
















































⑫大阪高判平成21年 5月15日判時2067号42頁は，亡 A（夫 Bも既に死亡）と，

























































































Maurer, a. a. O.（Anm. 16）, S. 1400.）。確認の訴えにおける権利保護の必要性
は，「原告が，権利関係……を裁判所の裁判により即時に確定することの法
的利益を有しているとき」（ZPO256条 1項）に認められる（Rosenberg/


































































































































年 4月28日民集 4巻 4号152頁，最判昭和37年 5月29日集民60号941頁）が，
同規定は改正により，遺留分権利者の権利行使によって生ずる権利が金銭債
権化されたことに伴い，削除された。家庭の法と裁判21号（2019年）52頁。
（59）　家庭の法と裁判・前掲注58・52頁は，被相続人との間に身分関係を有する
ことのない法人は相続人になり得ないが包括受遺者にはなり得る点，被相続
人との間に身分関係のない包括受遺者は遺留分を有しない点，遺贈の効力が
生ずる前に受遺者が死亡したときは，遺贈の効力が生じす，受遺者の直系卑
属による代襲の問題は生じない点を指摘する。
（60）　家庭の法と裁判・前掲注58・52頁。
240　　早稲田大学法務研究叢書 5号
おわりに
　以上のように，養子縁組の無効の訴えにおける訴えの利益の有無について
は，財産関係の個別的，相対的解決の必要性と，身分関係の画一的確定の必要
性との対立の中で，戸籍制度の保持の必要性という観点から様々な事情を考慮
し判断すべきである。本判決についても，事例判断的色彩を帯びており，その
射程はそれ程大きな広がりを見せないものと思われる。訴えの利益の有無の判
断基準の輪郭を明らかにするためにも，今後の判例の集積が待たれよう。
